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研究成果の概要（和文）：現在，市場の構造変化や情報技術の進歩により，旧来の取引制度や取引形態が必ずし
も適切に機能しているとは言えない状況がある．本研究では，サプライ・チェーン環境下での流通問題におい
て，社会環境に即した全体合理化・最適化を実現するための制度設計について考察した．制度設計をサプライ・
チェーン契約手法の設計として捉え，出版流通をはじめとするいくつかの商取引上の問題を解析し，契約パラメ
ータの設定方法について提案した．

研究成果の概要（英文）：In today’s business environment, conventional transaction systems and 
styles sometimes don’t function well from the change of market structure and advance in information
 and communication technology. This research project has considered transaction systems and styles 
to achieve rationalization and optimization of distribution systems in today’s supply chains. In 
particular, the transaction systems and styles can be considered supply chain contracts. In this 
research　project, the transactions in some business scenes such as publishing business and 
semiconductor industry have been formulated as a mathematical model. Then, the mathematical models 
have been analyzed using the theory of game and mechanism design. Decision making strategy of 
contract parameters in the mathematical models has been researched and developed.
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１．研究開始当初の背景 
 

当時，市場の構造変化や情報技術の進歩に
よって，旧来の取引制度や取引形態が必ずしも
適切に機能しているとは言えない状況があった．
ただし，現在もこれが解決しているとは言えない
状況が続いている． 
 出版業界は，若年層の活字離れ等を受け，
1996 年をピークに長期逓減傾向が続いている．
他方，出版物の新刊点数は増加傾向にあり，結
果として 4 割にも及ぶ返品率が問題となってい
る. 出版物の取引では，出版社が小売価格を拘
束する再販売価格維持制度（以下，再販制度）
が取引慣行として存在する．他方，書店が売れ
残りリスクから出版物を買い控え，市場の縮小を
招く恐れが考えられたため，出版社が売れ残り
を卸売価格と同額で買い戻す委託販売制度が
運用されている．これに対して，返品率の問題を
販売制度の変革で解決する試みとして，高い利
益率を保証するが書店が返品する場合に小売
価格の数割程度でしか買い戻さない責任販売
制度が一部で行われ始めた[1]．ただし，利益率
や買戻価格率は一律 35％とするなど，出版業
界の置かれた状況を必ずしも加味した設計とは
言えないと考えられた． 

 

 図 1 新刊点数と書籍・雑誌の返品率[2] 
 

また，半導体などの製品では，製造における
設備に関して多額の投資が必要となり，投資リス
クの問題が存在する．特に，部品サプライヤにと
って，多額の設備投資は企業の存続に影響す
る．くわえて，製品の短命化が投資リスクに拍車
をかけることも考えられた．一般に，設備投資に
多額の費用が必要となる製品については，投資
リスクの観点から消極的な事業展開になる危険
を孕んでいる．したがって，高額の投資を必要と
する部品サプライヤでは，売れなかった場合な
どを想定し，消極的な設備投資を選択する傾向
が考えられる．一方，市場の要求に対して消極
的な製品の供給しかできなかった場合，市場か
らの要求に対して十分な対応ができないことから，
市場の要求を減衰させ，製品の市場への流通
が妨げられる．結局，商品としての価値が失わ
れ，十分な利益を得る機会を失ったまま撤退を
余儀なくされる．これを解決する方法として，生
産能力予約契約手法が考案されてきた[3,4,5]．
この契約手法では，組立メーカーが部品サプラ
イヤに希望する生産能力を予約する一方，予約

費用を支払うことで，部品サプライヤが被る投資
リスクの一部を負担し，そのリスクを共有し，軽減
することが可能となる．ただし，契約の主となるパ
ラメータの設定については，組立メーカーと部品
サプライヤのそれぞれの立場を考える必要があ
り，これを考慮した契約パラメータの設計に関し
ては，まだまだ考察の余地があった． 
 以上のような市場の構造変化等から取引の様
相は一変しており，さらに多くの利害関係者が
混在する形となっている．現状に即した新たな
取引制度を構築すること，また利害関係者の中
で合意を得て制度移行を実現するための条件
や手続きを明らかにすることが課題と言えた． 
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２．研究の目的 
 
本研究では，サプライ・チェーン環境下で

の流通問題において，社会環境に即した全体
合理化・最適化を実現するための制度設計に
ついて考察する． 
 商取引は，当事者間での合意のもとで成立
する．このとき，合意は当事者達が属する業
界において，明示的にまたは暗黙的に了解さ
れてきた節がある．他方，現在の市場の構造
変化や情報技術の進展による取引方法の変
化等は，旧来の方法と比して利害関係者すべ
てに有益であるとは限らない．ここに，現在
の環境に即した新たな取引制度の構築は重
要な課題である一方，移行前の取引制度から
新しい取引制度への移行を実現するために，
利害関係者においてインセンティブを誘引
するメカニズムが設計されている必要があ
る． 
 本研究ではまず，既述の通り社会的に顕著
となった出版流通をはじめとする流通分野
における問題を整理し，旧来の取引慣行をふ
まえ，社会環境に即した最適な取引制度の構
築を試みる．さらにかつての取引制度におけ
る利益等を保証しつつ，新しい制度へのスム
ースな移行を実現するための条件ならびに
手続きを示す．特に，利害関係者が複数に及
ぶ場合にも着目し，ゲーム理論を応用しつつ，



公正な利益分配並びにスムースな制度移行
を実現するための条件および手続き，すなわ
ち制度移行のインセンティブ設計について
検討する． 
 
３．研究の方法 
 
 基本的に以下の手続きに則り研究を遂行し
た． 
① 問題となる取引制度が成立してきた過程を，

時代背景を含め調査する（情報収集）． 
② 調査結果を受けて，取引制度において問

題とされる点を洗い出し，その原因を明ら
かにする（問題点の洗い出し）． 

③ 定量的分析を通じて問題を解消するため
の取引制度を検討する（取引制度の設計
問題）． 

④ 利害関係者の合意を踏まえた制度移行を
実現するための方法について考察する（制
度移行のインセンティブ設計）． 

 
①のステップでは，専門雑誌や専門書などに

よる文献調査をもとに，各分野の商取引の状況
を調査した．また，某組立メーカーに部品を納
入する部品サプライヤーに訪問し，部品の製造
に関する設備が組立メーカーの出資により購入
されている事実などを確認した．生産能力予約
契約以外の方法において，部品サプライヤーと
組立メーカーが協調している現状を確認した． 
 ②のステップでは，各種の文献調査等を通じ
た情報収集の結果を整理し，取引制度におい
て問題とされる点の洗い出しを行った．例えば，
出版業界における再販制度は，元来拘束力は
なく，明確な履行義務はない業界における慣習
であることが既に政府関係機関より明らかにされ
ている[6]．一定期間後に割引を実践する時限
再販制度などの可能性について考察した． 
 ③のステップでは，契約に関して業界特有の
事情を加味し様々な方法のものが考案されてい
る点を考慮し，Cachon[7]などの専門書をもとに，
契約手法とその特性についてまとめた．同時に，
各種の契約手法の効果について，数学モデル
をもとに整理した． 
 ④のステップでは，取引における契約の最適
設計の手順を踏まえて，現行の取引制度から新
しい取引制度に移行するためのインセンティブ
を有する設計手順ならびに設計パラメータ等の
設定方法について検討いた．このとき，ゲーム
理論における研究成果を応用し，利害関係者の
合意を踏まえたスムースな制度移行を実現する
方法を検討した． 
 
参考文献 
[6] 公正取引委員会，“書籍・雑誌の流通・取

引慣行の現状”，2008 年 7 月 25 日報道発
表資料． 

[7] Cachon, G. P. ,“Supply Chain Coordination 
with Contract”，Handbooks in Operations 
Research and Management Science, A.G. 
de Kok, S. Graves, (eds.), Elsevier, 2003. 

４．研究成果 
 
 本研究を通じて得られた成果を以下にまとめ
る． 
(1) 既報の研究成果[8]を踏まえて，さらに現実

に即して，出版流通における出版社，取次，
書店の 3 者間での取引を考察の対象とした．
学会発表(8)および雑誌論文(4)では，従来
の取引形態である委託販売制度から責任
販売制度へ移行することを前提として，そ
の場合に，移行後の責任販売制度でのそ
れぞれの利益が移行前の委託販売制度の
ときと比べて減少しない責任販売制度のも
とでのパラメータの条件を明らかにした．具
体的なパラメータは，取次の卸売価格（wA）
と買戻価格（bA），および出版社の卸売価
格（wp）と買戻価格（bp）とした．一例として，
図 2 および 3 を与える．いずれも斜線部が
上述する制度移行に合意できる最低条件
（契約合意条件）を満たすパラメータの組
合せを意味する． 

 
図 2：取次の卸売価格（wA）と買戻価格（bA） 

 
図 3：出版社の卸売価格（wp）と買戻価格（bp） 

さらに，学会発表(2)および(3)では，上述の
責任販売制度を一契約としてとらえ，出版
社・取次・書店の 3 者からなる直列につな
がったサプライ・チェーンでの契約問題を
考えた．このとき，上述の成果を踏まえ，さ
らに後述の研究成果(2)の結果を応用し，
出版社・取次・書店のいずれもが個人合理
性を維持しつつ，全体最適を実現する契
約パラメータの導出方法を提案するに至っ
た． 

 
(2) 既報の研究成果[8]を踏まえて，契約交渉

におけるパラメータの決定プロセスを詳細
に検討し，その特性を整理し，一連の手続
きとして提案した．学会発表(4)および雑誌



論文(3)では，買戻契約問題を取り上げ，サ
プライヤとリテイラの間での契約パラメータ
の決定過程を考察した．このとき，研究成
果(1)でも述べた契約合意条件にくわえ，サ
プライヤおよびリテイラの個人合理性を維
持しつつ，全体最適を実現する契約パラメ
ータの導出するプロセスを提案した．さらに，
学会発表(7)および雑誌論文(2)では，これ
を 1 サプライヤ・複数サプライヤの問題に拡
張し，同様の理論展開が可能であることを
検証した． 

 
(3) 既述の通り，半導体などの製品では，部品

サプライヤが設備投資のリスクの観点から
消極的な生産を実施する可能性がある．こ
れを解消する方法として，組立メーカーが
希望する生産能力に対して予約費用を支
払うことで，部品サプライヤが被る投資リス
クの一部を負担し，そのリスクを共有し，軽
減する生産能力予約契約が考案された．
学会発表(6)および(10)では，従来の契約
プロセスに潜むモラルハザード問題を明ら
かにし，これを回避するための方法につい
て提案した．さらに，学会発表(5)では，モラ
ルハザード問題を解消した上で，契約合意
条件を満足しつつ，全体最適を実現する
契約パラメータを導出する方法を提案した．
一例として，契約パラメータである予約費
用(r)と予約量(q)の契約合意条件を満たす
組合せと全体最適を与えるナッシュ交渉解
の結果を図 4 に示す． 

 
図 4：予約費用(r)と予約量(q)の組合せ 
 

(4) 物流上，しばしば不適合品が混在する場
合がある．不適合品が市場に配送され，顧
客が受け取った場合の補償問題について
様々な考察がされており，補償契約問題
[9]として知られている．従来研究では，不
適合品が顧客に配送されたことに対して，
部品サプライヤと組立メーカーの補償分担
割合を検討するものであり，不適合品その
ものが補償の対象であった．一方，不適合
品が納入された側にとっては，在庫不足に
陥る場合もあり，適正な生産計画を実施す
るには至らない場合もある．学会発表(1)で
は，不適合品そのものによる損失とは別に，
不適合品が配送されることにより伴う不確
実性の影響を評価することを考えた．この
際，不適合品の混入に伴う不確実性の影
響によって組立メーカー等の受け取り側が

どの程度の損失を被るのかを評価し，不適
合品が配送されることにより伴う不確実性
の影響を具体的にコストとして計上すること
を可能とした．さらに，これを補填するため
の補償契約問題について言及し，この契
約問題での契約パラメータの導出方法に
ついて提案した． 

 

(5) 2 者間の交渉理論として，古くより Nash 交
渉理論[10]が知られている．Nash交渉理論
におけるアプローチの基本的特性として 2
者を対等な関係として取り扱っている．これ
を発展する形で，2 者間のパワーバランス
を考慮した交渉理論が提案された．ただし，
2 者間のパラーバランスは別途所与とされ
るものであった．雑誌論文(1)では，利益規
模などの商取引における情報のみを用い
て，パワーバランスを考慮した交渉理論を
提案し，交渉解の導出手順を示した． 

 
(6) 流通取引の基礎となる要素として，発注・

在庫の管理が存在する．学会発表(9)では，
一連の研究活動の土台となる発注・在庫管
理の方法について考察した．特に，この研
究では需要情報が十分に明らかにされて
おらず，平均や分散といった限定的情報し
か利用できない場合の発注点方式の設計
方法を提案した． 
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